
   1 介護老人福祉施設の現行の報酬体系

（Ｉ） 要介護状態以外 － －

介護・看護職員の 要介護１ 796 単位 907 単位
配置　 要介護２ 841 単位 958 単位

要介護３ 885 単位 1,009 単位
要介護４ 930 単位 1,059 単位 ×
要介護５ 974 単位 1,110 単位

（Ⅱ） 要介護状態以外 － －

介護・看護職員の 要介護１ 717 単位 760 単位
配置 要介護２ 757 単位 802 単位

要介護３ 797 単位 844 単位
要介護４ 837 単位 887 単位
要介護５ 877 単位 929 単位

（Ⅲ） 要介護状態以外 － － ×
介護・看護職員の 要介護１ 671 単位 730 単位
配置 要介護２ 709 単位 771 単位

要介護３ 746 単位 812 単位
要介護４ 784 単位 852 単位
要介護５ 821 単位 893 単位

単位加算

単位加算

単位加算

単位加算

単位

単位加算

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

旧措置

介護福祉施設

サービス費

旧措置小規模

介護福祉施設

サービス費

介護福祉施設

サービス費

小規模

介護福祉施設

サービス費

671

730

801

730

794

871単位

717

779

855

760

826

906

単位

単位

単位

796

866

950

907

986

1,082

単位

単位

単位

夜勤の勤務条件に関する
基準を満たさない場合

機能訓練体制加算
常勤医師配置加算

精神科医療養指導加算
20
5

12

①利用者の数が運営規程
に定める利用定員を超え
ているとき

70／100　を算定

97／100　を算定

退所時相談援助加算

障害者生活支援体制加算
外泊時費用

初期加算

退所前後訪問相談援助加算

26
320
30

460
１日につき（入所から３０日以内）

入所中１回（又は２回）、退所後１回を限度
570

１日につき（月６日を限度、外泊の初日と最終日を除く）

3.5：1

3：1

4.1：1

１回限り

＋

②介護職員、看護職員、
介護支援専門員の員数が
基準に達していないとき

１日につき

１日につき

１日につき

１日につき



２－１　介護老人福祉施設の報酬体系を考える視点①【施設規模、要介護度、その他】

×

【施設の規模による区分】
　○ 小規模施設（定員２６～３０人）とそれ以外 の
２区分
・小規模施設以外の施設は、５０人定員の事業
収入・支出を基に、単価を設定。

【要介護度による区分】
介護保険施行

後の入所者
要介護１～５の５区分　　＊

旧措置入所者 自立･要支援　 （＊の要介護 1と同じ）
・要介護 1

要介護 2、3    (＊の要介護 2､3の中間)

要介護 4、5   （＊の要介護 4､5の中間）

　旧措置入所者の費用負担：１０％　→　所得に応じ
0%、3%、5%（平成 17年 3月 31日までの経過措置）
　
【介護・看護職員の配置による区分】
　　入所者数:職員数 = 3:1､ 3.5:1､ 4.1:1の３区分

【加算】
　　初期、外泊時、機能訓練体制、常勤医師、退所前
後訪問相談援助等

【減算】
　　夜勤職員数欠如、定員超過利用、人員基準欠如

現行の報酬体系

【施設の規模による区分】
○ 施設の規模に応じて介護報酬を設定することについてどう考え
るか。報酬設定のモデルとする施設規模をどう考えるか。

　（勘案すべき要素）
・大規模施設における固定費用に関するスケールメリット
・サービスの質・効率的運営の観点からの適切な施設規模
・地域の人口規模、在宅サービスの拠点
・僻地、都市部の立地
・大規模施設の機能と役割
・施設規模による報酬の差に伴う入所者の一部負担の相違 等
　

【要介護度による区分】
○ 入所希望の多い現状にかんがみ、要介護度の重い者を優先的に
入所させることについてどう考えるか。
・この場合、要介護度別の報酬単位についてどう考えるか。

○ 旧措置入所者の報酬区分及び単位についてどう考えるか。

【その他】
○ 介護・看護職員の配置による区分、各種加算・減算について
どう考えるか。

○ 新たに評価すべき機能等についてどう考えるか。

論  点



［施設の規模］

○定員規模による施設数の分布

（平成 12 年 10月 介護サービス施設・事業所調査）

定員規模

　　（人）

施設数

　　　（ か

所）

割合（％）
定員数

（人） 割合（％）

～25 2 0.0 40 0.0
26～30 172 3.9 5,151 1.7
31～49 27 0.6 1,054 0.4

50 2,213 49.6 110,650 37.0
51～69 310 6.9 17,844 6.0

70 184 4.1 12,880 4.3
71～79 52 1.2 3,891 1.3

80 593 13.3 47,440 15.9
81～99 161 3.6 14,204 4.8

100 422 9.5 42,200 14.1
101～ 327 7.3 43,558 14.6
合計 4,463 100.0 298,912 100.0

平均 1施設当たり　67.0人

○旧措置費の事務費の体系

　２９区分、定員が大きくなるに従い措置単価は逓減

○介護報酬と旧措置費の事務費単価の比較（入所者１人当たり、月額）

介護報酬 旧措置費の事務費単価

27.2万円

介護福祉施設サービス費

平均要介護度 3.23

　介護・看護職員配置 3:1

  その他地域

定員 50 人：27.2 万円

定員 70 人：27.0 万円

定員 80 人：25.9 万円

定員 100人：24.2万円

（旧措置費は介護報酬に関する実態調査（平成 11 年）による）

※旧措置費に含まれていない減価償却費を含み、旧措置費に含まれてい

た日用品費等を控除した調整後の試算

［要介護度による区分］

○介護老人福祉施設入所者（入所日数）の要介護度別の割合

（国保連 平成 13 年 5月審査分）

15.0% 18.3% 28.5% 26.8%
1.0%
10.4%

○入所者の平均要介護度別の施設数の分布

3 8 42
178

449

740
642

262
95
15 4

1035 990

0

500

1000

2.2 2.4 2.6 2.8 3 3.2 3.4 3.6 3.8 4 4.2 4.4 4.6

○入所者の要介護度の違いによる介護報酬額の試算

（介護福祉施設サービス費、介護・看護職員配置３：１、その他地域）

平均要介護度
3.23

(介護報酬設定時)

平均要介護度
3.44

(要介護 1～5)

要介護

３～５のみ

要介護

４・５のみ

要介護

５のみ

27.2万円 27.5万円 28.4万円 28.9万円 29.6万円

○旧措置入所者と介護保険施行後の入所者数

（国保連平成 13 年 5月審査分、各日の入所者数の平均）

データ

施
設
数
（
か
所
）

自立　要介護　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  要介護
要支援　１　　２　　　　 ３　　　　　　　４　　　　　　　５　　    １ ２　３　４　 ５

旧措置入所者　21.2 施行後 6.4（万人）

自立　要介護　要介護　　要介護　　　　要介護　　　　　要介護
要支援　　１　　　２　　　　３　　　　　　４　　　　　　　５ 平均

要介護度

3.44

0.3  2.2    3.0      3.6          6.0            6.1           1.2 1.4  1.9  1.3
0.7

（平成 12 年 10月　介護サービス施設・事業所調査）

平均要介護度

2.0  2.2  2.4  2.6  2.8  3.0  3.2  3.4  3.6  3.8  4.0  4.2  4.4  4.6



介護保険施設累積定員数

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200 220 240 260 280 300

定員（病床数）

累
積
定
員
割
合

介護老人福祉施設
平均定員　 ６
７．０

介護療養型医療施設
（病院）
平均病床数　４３．
５

介護老人保健施設
平均定員　８７．
６

平成１２年介護サービス施
設・事業所調査より算出

2-2 参考資料



定員（病床数）規模別にみた施設数の構成割合

34.0 27.3 18.4

13.5

53.4

13.8

8.9

25.8

16.9

9.2

45.7

16.8

0.1

4.0

1.1

7.2 3.9

0 20 40 60 80 100

介護療養型医療施設

介護老人保健施設

介護老人福祉施設

20～39人 40～59人 60～79人 80～99人 100人以上

20～39人1～19人 40～59人
60～
79人
80～
99人
100人
以上

(%)

各施設の規模の分布

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設

平均定員 ６７．０人 ８７．６人 ４３．５人

施設規模の

分布

○定員 20 人区分でみた
施設数分布の最頻値 ＜ 平均定員

　　　　　40～59 人 (53.4%)     67.0人
○50 人定員の施設数の割合　　49.6%
○80 人定員の施設数の割合　　13.3%

○定員 20 人区分でみた
施設数分布の最頻値 ＞ 平均定員

100 人以上 (45.7%)    87.6人
○100 人定員の施設数の割合　　37.8%
○ 80 人定員の施設数の割合　　13.6%

○定員 20 人区分でみた
施設数分布の最頻値 ＜ 平均定員

1～19 人 (34.0%)      43.5人
○分布の特に集中する施設規模はない

平均 67.0人

平均 87.6人

平均 43.5人

※　介護療養型医療施設は、介護保険適用の病床数の規模別にみた施設数。診療所を除く。　　　　資料；平成１２年介護サービス施設・事業所調査                      



介護老人福祉施設

Ⅰ　介護給付費に関するデータ （国民健康保険団体連合会　平成１３年５月審査分）

介護老人福祉施設総費用 92,751,319 　千円

介護給付費全体に占める割合 28.5 　％

要支援等 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ （平均要介護度）

利用者数（人） 287,305 2,812 29,741 42,844 52,389 81,940 77,579 3.45

構成割合 100% 1.0% 10.4% 14.9% 18.2% 28.5% 27.0%

利用者１人当たり平均単位数 ／月（単位） 26,240 23,698 23,302 25,042 25,374 27,423 27,456

利用者１人当たり平均利用日数 ／月（日） 28.8 29.5 29.0 28.9 28.8 28.8 28.5  

利用者１日当たり平均単位数 　 （単位） 912.1 802.4 803.9 866.7 879.6 952.9 962.5  

社会福祉法人
（社協以外）

社会福祉法人
（社協） その他法人 都道府県 市町村

広域連合・
一部事務組合等 その他

請求事業所数 4,539 4,069 22 8 32 247 143 41

100% 89.6% 0.5% 0.2% 0.7% 5.4% 3.2% 0.9%

１事業所当たり平均費用額 ／月（千円） 20,432 20,263 14,582 29,264 34,437 20,825 21,331 10,762

１事業所当たり平均実人数 ／月（人） 63.3 62.8 44.9 90.3 106.4 64.9 66.9 32.8

利用者１人当たり平均費用額 ／月（円） 322,687 322,890 324,711 324,254 323,634 320,909 318,879 327,802

①　要介護状態区分別

要支援等 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ （平均要介護度）

利用実日数　（日） 8,265,294 83,047 862,075 1,237,895 1,511,166 2,358,206 2,212,905 3.44

構成割合 100% 1.0% 10.4% 15.0% 18.3% 28.5% 26.8%

利用単位数　（千単位） 7,538,897 66,638 693,032 1,072,903 1,329,292 2,247,057 2,129,975

100% 0.9% 9.2% 14.2% 17.6% 29.8% 28.3%

②　施設基準・サービス種類別

介護福祉施設
小規模介護
福祉施設

旧措置介護
福祉施設

旧措置小規模
介護福祉施設

算定日数　（日） 8,255,985 1,868,204 38,289 6,237,515 111,977

100% 22.6% 0.5% 75.6% 1.4%

算定単位数　（千単位） 7,487,658 1,679,699 39,290 5,653,127 115,541

100% 22.4% 0.5% 75.5% 1.5%

③　人員配置別　



職員配置Ⅰ
（３：１）

職員配置Ⅱ
（３．５：

職員配置Ⅲ
（４．１：

算定日数　（日） 8,255,985 8,061,001 180,653 14,331

100% 97.6% 2.2% 0.2%

算定単位数　（千単位） 7,487,658 7,331,744 145,081 10,833

100% 97.9% 1.9% 0.1%

④　各種加算の状況
常勤医師
配置加算

精神科医
指導加算

障害者生活
支援加算

機能訓練加算 外泊時費用 初期加算
退所前後
訪問相談

退所時
相談援助

算定日数　（日） 353,315 2,298,085 50,518 3,355,084 73,499 260,413 35 71

（施設サービス日数に対する割合） 4.3% 27.8% 0.6% 40.6% 0.9% 3.2% 0.0% 0.0%

算定単位数　（単位） 7,066,300 11,490,365 1,313,468 40,261,008 23,511,392 7,811,188 16,100 40,470

（施設サービス総単位数に対する割合） 0.09% 0.15% 0.02% 0.53% 0.31% 0.10% 0.00% 0.00%

⑤　食事提供費用額、提供日数
基本食?
（2120円）

基本食?
（2120-200

基本食?
（2120-600

特別食?
（2120+350

特別食?
（2120-

提供日数　（日） 8,139,690 3,870,977 3,633,915 8,777 396,708 229,313

100% 47.6% 44.6% 0.1% 4.9% 2.8%

費用額　（千円） 16,705,266 8,206,433 6,981,308 16,874 979,863 520,788

100% 49.1% 41.8% 0.1% 5.9% 3.1%

Ⅱ　サービス提供施設に関するデータ（介護サービス施設・事業所調査　平成１２年１０月）

①　施設数－定員－在所者数

施設数（か所） 定員（人） 在所者数（人）
１施設当たり
定員（人）

利用率（％）

介護老人福祉施設 4,463 298,912 296,082 67.0 99.1 ※在所者数には、入院・外泊の者を含む。

②　従事者数

（常勤換算）

総数(人） 常勤（人） 非常勤（人）
（常勤換算
数）

総数（人） 常勤（人） 非常勤（人）
（常勤換算
数）

総数 168,257 150,316 17,941 37.70 33.68 4.02

医師 1,112 234 878 0.25 0.05 0.20

看護婦（士） 5,615 5,144 471 1.26 1.15 0.11

?管理栄養士によって管理されている等
?管理栄養士ではなく、栄養士によって管理されている等
?管理栄養士、栄養士によって管理されていない等

１施設あたり従事者数
（常勤換算）

総数

医師

看護婦（士）



准看護婦（士） 7,949 7,378 571 1.78 1.65 0.13

介護職員 104,028 93,618 10,410 23.31 20.98 2.33

理学療法士 239 104 135 0.05 0.02 0.03

作業療法士 103 67 36 0.02 0.02 0.01

言語聴覚士 14 9 5 0.00 0.00 0.00

生活相談員 5,565 5,524 41 1.25 1.24 0.01

介護支援専門員 3,401 3,344 57 0.76 0.75 0.01

管理栄養士 2,369 2,344 25 0.53 0.53 0.01

③　在所期間別在所者数の割合
総数 ３ヶ月未満３ヶ月～６ヶ月 ６ヶ月～１年 １～２年 ２～３年 ３～４年 ４～５年 ５年以上 平均在所期間

介護老人福祉施設 （人） 296,082 13,171 15,569 30,290 53,535 39,016 32,799 25,721 84,696 1,445.5

100% 4.4% 5.3% 10.2% 18.1% 13.2% 11.1% 8.7% 28.6% （日）

④　退所後の行き先別にみた退所者数の構成割合と平均入所日数

退所者数 平均入所日数
（日）

総数 2,632 (人) 1,455.5

(100.0%)

家庭 3.6% 652.1

介護老人福祉施設 1.4% 825.8

その他社会福祉施設 0.3% 1,740.9

介護老人保健施設 1.1% 676.7

医療機関 34.9% 1,322.1

死亡 57.0% 1,617.7

その他 1.6% 1,391.1

准看護婦（士）

生活相談員

介護支援専門員

管理栄養士

介護職員

理学療法士

作業療法士

言語聴覚士



３－１

介護老人福祉施設の報酬体系を考える視点②【全室個室・ユニットケア・ホテルコスト】

○ 居住福祉型の特別養護老人ホームを整備

・ 「生活の場」である特別養護老人ホームにおいて、

個人の自立した日常生活を支援

↓

・ 集団処遇型のケアから個人の自立を尊重したケア

への転換

↓

・ 「個室・ユニットケア」の意義

① 入居者の個性とプライバシーの確保

② 入居者の相互交流

③ 入居者のストレスの減少

④ 家族訪問の促進

⑤ インフルエンザ等の感染症の防止

・ ホテルコスト

居住環境が抜本的に改善されることから、ホテルコ

ストを自己負担（15年度～）

（参考）　規制改革推進３か年計画（13.3.30 閣議決定）

特別養護老人ホーム等のホテルコストの在り方

「施設サービスと在宅サービスの負担の均衡を図り、競争の促進に

より介護サービスの質を向上させるために、特別養護老人ホーム等

のホテルコストについて、入居者の居住性や低所得者への対応に配

慮しつつ、見直しを検討する。」

基本的考え方

○ 多様な生活空間の確保など居住環境を重視した構造

個人スペース＝ユニット その他のスペース
分 類
個人的空間（個室） 準個人的空間 利用者の共用空間

機 能
入居者個人の所有物を

持込み、管理する空間

個室の近くにあって、少

数の入居者が食事・談話

に利用する空間

多数の入居者を対象にリハビリテーション等の

プログラムなどが行われる空間

地域住民にも開かれ、入居者と地域の交流が可

能な空間

その他、職員が事務などに使用する事務管理部

門

構 造

原則 8畳（約 13.2㎡）
以上 （収納・洗面設備
含む。トイレ面積除く。）

トイレは分散して、居室

の近くに設置。

簡単な調理・食事・談話

等が可能な面積・設備。

10 人前後のユニット
（生活単位）ごとに設

置。

建 設
費 用

利用者からホテルコストとして徴収

（低所得者は負担軽減）

施設整備費補助

＋

減価償却費相当分の介護報酬

通常所得者(A) ＝ 従来の介護報酬 － 個人スペース部分の減価償却費 － 光熱水費等介 護
報 酬
低所得者(B) ＝ (A) ＋ 負担軽減分

全室個室・ユニットケアの構造

・ 新　設　→　居住福祉型の整備を基本（当面、従来型の整備も認める）

・ 既存施設　→　改築等を行う場合は上記の新設に準じた取扱い（当面、一律の

移行期限なし）

整備方針（14年度～）

全室個室

ユニットケア（施設の居室をいくつかのグループ

に分けて、それぞれをひとつの生活単位とし、

少人数の家庭的な雰囲気の中でケア）



【ホテルコストの範囲】

○ 利用者から徴収する（＝従来の介護報酬・施設整備費補助から
除外する）ホテルコストの範囲等をどう考えるか。

（考えられるもの）

・ 個人スペースの建物関連費用（借入金の元本を含む）

・ 建設資金を借り入れた場合の借入金の利子

・ 準個人的空間の器具備品（家具・家事用品・耐久財等）

・ 個人スペースにかかる光熱水費、燃料費、修繕費

○ 施設毎の任意の設定に委ねてよいものと一律な規制が必要な
ものをどう考えるか。

（例）

・ 1㎡当たり建築単価†

・ 建築面積‡

・ うち　個室等の建築面積

・ 建物関連費用の償却年数

† 地域、建築面積、階数・構造等の要因により変化。

‡ 高層化等の要因により変化。

介護報酬上の論点

【ホテルコストの試算*1】

試算額 試算の前提条件

（１人月額） 建築単価 借入金利

4.4万円 2.0%

5.1万円

国庫補助基準単価

189,200円/㎡*2 5.0%

4.5万円 2.0%

5.4万円

国庫補助基準単価

218,600円/㎡*3 5.0%

*1 個人スペースの建物関連費用、借入金利子、光熱水費、燃
料費、建物関連の修繕費を試算し、準個人的空間の器具備品
費は除外した。

*2 通常の地域に適用される本体工事基準単価。

*3 北海道、東京都、大阪府などの地域に適用される本体工事
基準単価に、特別区・政令指定都市・中核市といった都市部
に建設する場合に適用される都市部特例（10%）割増加算し
た後の本体工事基準単価

*4 償却年数は20年とした。

関連するデータ



【特別養護老人ホームの入所者の保険料段階】（平成 13年 5月国保連審査分）
1段階 2段階 3～5段階

保険料段階
全体比 （300円/日） （500円/日） （780円/日）

新規入所者 28.0% 11.5% 56.5% 32.0%

旧措置入所者† 72.0% 38.0% 58.1% 3.9%

老人保健施設 3.8% 22.4% 73.7%

介護療養型医療施設 6.8% 24.2% 69.0%

† 旧措置入所者は食費の特例標準負担額により分類した。

【高齢者世帯の１ヶ月間の支出】（平成 11年全国消費実態調査）
住居

世帯区分
住居① 家賃②*3

光熱・

水道③

家具・家事

用品④

①＋③

＋④

②＋③

＋④

平均年間収入の世帯

２人世帯（年収 487.6万円）*1 1.9万円 3.1万円 1.7万円 1.1万円 4.7万円 5.8万円

１人世帯（年収 213.8万円）*2 2.1万円 3.3万円 1.0万円 0.8万円 3.9万円 5.2万円

年収 200万円未満の２人世帯
（２人世帯に占める割合 6.27%）

1.2万円 2.5万円 1.4万円 0.6万円 3.2万円 4.5万円

*1　夫 65歳以上、妻 60歳以上の夫婦のみの世帯

*2　60歳以上の単身無職世帯

*3　家賃・地代額、および、家賃を支払っている世帯の割合から、実際の支出額を推計。

【低所得者の範囲・負担軽減額】

○ 介護報酬により利用者負担を軽減する低所
得者の範囲をどう考えるか。

（例）

・ 保険料段階の第１段階の対象者

・ 保険料段階の第１段階と第２段階の対
象者

○ 低所得者が負担する（＝介護報酬により負
担を軽減する）額をどう考えるか。

【その他】

○ ユニットケア（個室及び準個人的空間にお
けるケア）のあり方と介護報酬への影響を
どう考えるか。

【先行事例のユニットケアの状況】

○ 全室個室の特別養護老人ホーム:　21施設（全国）　（平成 12年 10月 1日現在）

○ 現在把握している、全室個室・ユニットケアの特別養護老人ホーム 4施設の状況

ユニット規模：　6人程度～20人程度

人員配置（昼間）：　1ユニット毎に 1・2人～複数ユニット毎に複数人

人員配置（夜間）：　2ユニット毎に 1人～複数ユニット毎に 1・2人

介護報酬上の論点 関連するデータ



３－２　参考資料
全室個室・ユニットの整備とホテルコストの徴収に伴う費用負担の変化（試算）
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3.7億

（1施設、70人定員）

施設整備費

（1人月額、食事サービス費 5.8 万円を含まず。）

〔平均要介護度 3.23、人員配置 3:1 以上、その他地域〕
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26.1万円

4.2億

1.0億

金利（事業団・民間）: 2.0%
償還期間: 20年
償還方法: 元金均等
全額借入（事業団融資率: 80%）
償却年数: 20年
建築単価: 189,200円/㎡　（通常の地域の国庫補助基準単価）
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.
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3/4
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国・県補助

設置者負担

①　通常所得者の介護報酬

② 低所得者の自己負担を 1～2万円軽減すると仮定
した場合の介護報酬：　27.1～28.1万円

③ 通常所得者 50%、低所得者 50%と仮定した場合
の平均的な介護報酬：

26.1×0.5 + 27.1～28.1×0.5 = 26.6～27.1 万
円

（準個人的空間の家具・家事用

品の器具備品費を含まず。）



居住福祉型特別養護老人ホームのホテルコストに関連する基礎データ

1 .  第１号被保険者、特別養護老人ホーム入所者等の所得状況

○ 保険料段階の割合（全国の第１号被保険者全体）

第１段階 第２段階 第３～５段階

（生活保護受給者・老齢福祉年金受給者） （市町村民税世帯非課税者） 　

2.2% 29.0% 68.8%

（注）平成12年1月「介護円滑導入臨時特例交付金」交付額算定調書

○ 保険料と年間収入の関係

生活保護受給者

第１段階

老齢福祉年金受給者　（年額 41.2万円（12.4現在））

年金収入　266.6万円以下
第２段階 市町村民税世帯非課税

高齢者夫婦世帯の場合、

夫・妻のそれぞれの
給与収入　204.4万円以下

年金収入　266.6万円以下
第３段階 市町村民税本人非課税 被保険者本人の

給与収入　204.4万円以下

年金収入　433.3万円以下
第４段階

市町村民税本人課税

（所得控除後の合計所得

金額：250万円未満）
被保険者本人の

給与収入　380.0万円以下

年金収入　433.3万円以上
第５段階

市町村民税本人課税

（所得控除後の合計所得

金額：250万円以上）
被保険者本人の

給与収入　380.0万円以上



○ 食費の標準負担額の区分割合　（平成13年 5月国保連審査分）

300円/日 500円/日 780円/日
（生活保護受給者・

老齢福祉年金受給者）
（市町村民税世帯非課税者） 　

標準負担額（日額）

　
　
（保険料段階） （第１段階） （第２段階） （第３～５段階）

特別養護老人ホーム 30.5% 57.7% 11.8%
　 うち 新規入所者 11.5% 56.5% 32.0%
　 うち 旧措置入所者 38.0%† 58.1% 3.9%
老人保健施設 3.8% 22.4% 73.7%
介護療養型医療施設 6.8% 24.2% 69.0%

†　特定標準負担額　300円未満を含む。

○ 旧措置入所者の利用者負担の特例と対象収入階層の関係

食費負担 自己負担被措置者

対象収入階層*1
費用徴収

基準月額 月額 日額 構成比*2 月額 負担率 構成比*2
24万円以下 0 - 8,300 0 - 8,300 0 - 277 9.6% 0 0%

24-34 10,000 - 16,600 9,000 300 0 0%
18.3%

34-40 18,300 - 21,600 9,000 300
28.3%

8,174 3%
40-48 23,300 - 28,300 15,000 500 8,174 3%

26.5%

48-68 30,000 - 38,000 15,000 500 13,623 5% 11.5%
68-266.6 40,000 - 168,600 15,000 500

58.1%
24,600*3 10%

266.6万円以上 168,600 - 23,400 780 3.9% 27,245 10%
43.6%

*1　「対象収入」とは、収入として認定するもの（年金・恩給等の収入、財産収入、利子・配当収入など）から

必要経費（租税、社会保険料、医療費など）を控除した額。

*2　構成比は平成 13年 5月国保連審査分による。

*3　高額介護サービス費の世帯上限額。



2 .  高齢者世帯の所得状況

○ 65歳以上の者のいる世帯の世帯構造別の平均所得金額（平成12年国民生活基礎調査）

世帯構造
１世帯当たり

平均所得金額

公的年金・恩給の

占める割合

世帯人員１人当たり

平均所得金額

平均世帯

人員

平均有業

人員

（万円） （％） （万円） （人） （人）

65歳以上の者のいる世帯 （構成比）

単独世帯 19.7% 203.6 66.5% 203.6 1.00 0.15

夫婦のみ世帯 27.1% 466.3 55.1% 233.1 2.00 0.55

三世代世帯 26.5% 1,042.7 13.6% 198.6 5.25 2.42

全世帯 626.0 13.0% 219.8 2.85 1.40

○ 所得金額階級別世帯分布

夫 65歳以上、妻 60歳
以上の夫婦のみの世帯*1

夫 65歳以上、妻 60歳
以上の夫婦のみの世帯*2

65歳以上の単独世帯*3
所得金額階級

累積比 累積比 累積比

50万円未満 0.2% 0.2% 9.5% 9.5%
50～100万円未満 2.9% 3.1% 19.8% 29.3%

100～150 6.0% 9.1% 22.1% 51.3%
150～200

6.3% 6.3%

8.0% 17.1% 16.9% 68.2%
200～250 8.6% 25.7% 10.7% 78.9%
250～300

14.1% 20.4%
12.3% 38.0% 7.4% 86.3%

300～350 13.1% 51.0% 4.6% 90.9%
350～400

27.5% 47.8%
10.6% 61.7% 2.7% 93.6%

400～450 8.0% 69.7% 1.5% 95.1%
450～500

21.4% 69.2%
5.6% 75.3% 0.7% 95.8%

500～600 11.0% 80.2% 8.2% 83.5% 1.3% 97.0%
600～700 6.6% 86.8% 4.6% 88.2% 0.7% 97.7%
700～800 4.1% 90.9% 3.3% 91.5% 0.4% 98.1%
800～ 900 1.7% 93.2% 0.4% 98.5%
900～1000

4.0% 94.9%
1.2% 94.4% 0.5% 99.1%

1000万円以上 5.1% 100.0% 5.6% 100.0% 0.9% 100.0%

*1　平成 11年全国消費実態調査（集計世帯数　6,513）

*2 *3　平成10年国民生活基礎調査（大規模調査）より算出。本調査は標本調査であり、誤差があることに留

意する必要がある。



3 .  高齢者世帯の消費支出状況 （平成１１年全国消費実態調査）

① 年間収入階級別の住居等支出額

住居については、低所得世帯の支出額は平均よりも１万円前後少ない。

光熱・水道については、収入階級による支出額の差は小さい。

○ 高齢者夫婦世帯（夫 65歳以上、妻 60歳以上のみの世帯・世帯主の年齢71.4歳・有業人
員 0.48 人）

住居
年間収入

家賃・地代

光熱・

水道

家具・家

事用品
計
消費

支出
持家率

家賃支払

世帯割合

家賃額

（推計）

平均年収

（487.6万円） 19,495 4,456 16,652 10,559 46,706 253,950 89.0% 14.3% 31,161

200万円未満 6.3% 12,435 5,168 14,098 5,821 32,354 147,108 78.6% 20.8% 24,846

200-300
14.1

% 13,067 5,572 14,005 7,057 34,129 169,073 78.7% 24.3% 22,930

300-400
27.5

% 18,081 4,491 15,888 9,465 43,434 225,300 88.6% 15.3% 29,353

400-500
21.4

% 18,351 4,136 16,717 10,522 45,590 260,672 91.8% 11.8% 35,051

500-600
11.0

% 23,822 4,488 17,855 12,373 54,050 297,702 93.1% 10.7% 41,944

600-700 6.6% 33,331 4,191 19,560 14,307 67,198 329,902 94.4% 10.3% 40,689

700-800 4.1% 21,283 3,934 19,491 14,113 54,887 343,231 95.6% 6.7% 58,716

800-1000 4.0% 25,327 2,909 18,119 13,616 57,062 357,313 93.7% 8.6% 33,826

1000万円以上 5.1% 25,188 3,562 21,178 18,134 64,500 400,629 95.4% 6.7% 53,164

標準偏差 6,594 798 2,480 3,883 12,353 87,069 12,159

住居　…　家賃・地代、設備修繕・維持（設備材料、工事その他のサービス（火災保険料など））

光熱・水道　…　電気代、ガス代、他の光熱（灯油など）、上下水道料

家具・家事用品　…　家庭用耐久財（家事用耐久財・冷暖房用器具・一般家具）、室内装備・装飾品、寝具類、

家事雑貨、家事用消耗品、家事サービス



○ 主な年間収入が公的年金・恩給である世帯（世帯主の年齢68.8 歳・世帯人員2.31人・有
業人員 0.55 人）

住居公的年金・

恩給受給額
家賃・地代

光熱・

水道

家具・家

事用品
計
消費

支出
持家率

家賃支払

世帯割合

家賃額

（推計）

平均

（年収 431.9万円） 20,444 4,594 17,502 11,070 49,016 263,828 89.2% 13.7% 33,533
80万円未満

(年収 73.1万円) 1.3% 14,310 8,893 14,877 6,279 35,466 159,959 71.2% 28.4% 31,313

80 - 120
(年収 150.5万円) 2.1% 11,062 5,486 14,322 5,408 30,792 144,748 79.6% 22.3% 24,601

120 - 160
(年収 204.9万円) 4.6% 18,913 6,295 15,036 7,160 41,109 180,383 79.2% 21.1% 29,834

160 - 200
(年収 273.1万円) 6.1% 14,098 6,722 15,614 7,116 36,828 197,057 79.6% 23.6% 28,483

200 - 240
(年収 319.4万円) 8.2% 14,177 6,461 16,440 8,283 38,900 208,226 80.0% 23.0% 28,091

240 - 280
(年収 368.8万円) 11.3% 18,125 5,495 16,535 10,400 45,060 236,035 87.1% 17.2% 31,948

280 - 320
(年収 409.5万円) 16.1% 21,908 4,187 17,508 10,940 50,356 262,733 89.3% 13.2% 31,720

320 - 360
(年収 447.1万円) 15.3% 20,922 3,253 17,689 11,129 49,740 277,663 93.7% 9.3% 34,978

360 - 440
(年収 493.6万円) 21.3% 21,155 4,276 18,055 12,660 51,870 287,540 93.3% 10.2% 41,922

440 - 520
(年収 601.8万円) 7.2% 24,405 3,556 19,953 12,338 56,696 333,109 94.9% 7.5% 47,413

520万円以上
(年収 782.0万円) 6.5% 32,080 2,688 20,566 18,491 71,137 377,316 96.8% 5.4% 49,778

標準偏差 5,914 1,833 2,031 3,758 11,467 73,190　 　 8,227

（参考）

公的年金・恩給を受給している「高齢者世帯†」における公的年金・恩給の総所得に占める割合（平成 12年国民生活基礎調査）

20%未満 20 - 40 40 - 60 60 - 80 80 - 100 100%

3.9% 7.9% 8.4% 8.9% 9.5% 61.4%

†　「高齢者世帯」: 65歳以上のもののみで構成するか、または、これに18歳未満のものが加わった世帯



②世帯類型別の住居等支出額

住居については、世帯類型や世帯人員による支出額の差は小さい。

光熱・水道については、世帯人員の大きさによって支出額が増加する。

○　高齢者夫婦世帯（夫 65歳、妻60歳以上）　（世帯主の平均年齢71.4 歳）

住居 19,495 枠内計 46,706
家賃・地代 4,456
光熱・水道 16,652

家賃支払

世帯割合 14.3%

電気代 8,011
ガス代 3,783

家賃額
（推計） 31,160

家具・家事用品 10,559
食料 64,009
消費支出 253,950

○　単身無職世帯（60歳以上）　（平均年齢71.5）

住居 21,276 枠内計 39,319
家賃・地代 10,712
光熱・水道 10,118

家賃支払

世帯割合
32.0%

電気代 4,539
ガス代 2,725

家賃額

（推計）
33,475

家具・家事用品 7,925
食料 33,425
消費支出 156,328

・　男　（平均年齢72.0） ・　女　（平均年齢71.3）

住居 19,188 枠内計 37,865 住居 21,952 枠内計 39,790
家賃・地代 12,191 家賃・地代 10,233
光熱・水道 9,896

家賃支払
世帯割合 34.1%

光熱・水道 10,190
家賃支払
世帯割合 31.3%

電気代 4,421 電気代 4,578
ガス代 2,704

家賃額

（推計）
35,751

ガス代 2,731
家賃額

（推計） 32,693

家具・家事用品 8,781 家具・家事用品 7,648
食料 38,345 食料 31,834
消費支出 154,705 消費支出 156,853



③住宅の所有関係別の住居等支出額

住居については、持ち家・借家によって、支出額は約３倍の差がある。

光熱・水道については、持ち家・借家によって、支出額の差は小さい。

○　高齢者夫婦世帯（夫 65歳、妻60歳以上）

・　持ち家　（構成比88.7%）

住居 17,576 枠内計 45,441
家賃・地代 946
光熱・水道 17,021
電気代 8,276
ガス代 3,783
家具・家事用品 10,844
食料 64,616
消費支出 258,514

・　民営借家・借間　（構成比3.9%） ・　公営借家　（構成比5.1%）

住居 49,466 枠内計 70,506 住居 17,733 枠内計 38,547
家賃・地代 47,308 家賃・地代 16,429
光熱・水道 14,078 光熱・水道 13,257
電気代 6,111 電気代 5,534
ガス代 4,001 ガス代 3,684
家具・家事用品 6,962 家具・家事用品 7,557
食料 58,424 食料 56,552
消費支出 229,452 消費支出 184,526



④住居等支出額の地域差

住居については、地域によって、支出額は 3～5 倍程度の差がある。

光熱・水道については、地域によって、支出額の差は小さい。

○　高齢者夫婦世帯（夫 65歳、妻60歳以上）

住居 光熱・水道 家具・家事用品 計

全国平均
19,495 16,652 10,559 46,706

３大都市圏
22,089 16,966 10,735 49,790

（住居支出上位５県）   

福島県 30,275 17,103 10,002 57,380

東京都 29,797 17,772 12,285 59,854

大分県 27,864 14,886 12,157 54,907

長崎県 25,470 16,362 9,138 50,970

栃木県 24,846 17,519 11,026 53,391

（住居支出下位５県）   

熊本県 10,935 15,835 8,891 35,661

山形県 10,176 19,224 11,240 40,640

滋賀県 8,120 17,750 10,397 36,267

青森県 7,473 20,160 11,306 38,939

沖縄県 6,194 19,299 9,339 34,832

標準偏差 5,256 1,326 1,350 5,598



介護保険施設の個室等の状況   

    介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 介護老人保健施設（老人保健施設） 介護療養型医療施設（病院・診療所） 

特別な居室等（入所者・入院患者が選定する特別な居室等）の基準  

  １～２人 

  

定 員 １～２人 １～２人 
特例： 12.3.31 時の特別な病室は、当分の間、４人以下 

  おおむね定員の５割以下 

  
特例： 12.3.31 時に特別な病室を提供していた場合、17.3.31 ま

で適用せず 

  

割 合 おおむね定員の５割以下 おおむね定員の５割以下 

特例： 開設者が国の場合は２割、地方公共団体の場合は３割 

  8 ㎡以上 6.4 ㎡以上 

  

床面積 10.65 ㎡以上 
特例： 12.3.31 時の特別な療養室は、当分の間、適用せず 特例： 12.3.31 時の特別な病室は、当分の間、適用せず 

 その他 
国・地方公共団体などの負担・補助による建築、買収、改

造による場合、室料は徴収不可。 
  

特別な室料の状況 （平成 12 年 10 月 1 日現在） 

  
特別な室料を徴収する 

特別な居室数 

176 室 （個室・２人室の 0.3%） 

 うち 個室： 149 室 （個室の 0.5%） 

 うち ２人室： 27 室 （２人室の 0.1%） 

17,975 室 （個室・２人室の 47.9%） 

 うち 個室： 14,280 室 （個室の 61.6%） 

 うち ２人室： 3,695 室 （２人室の 27.0%） 

6,603 室 （うち４人室 6室） 

 うち 個室： 4,565 室 （個室の 66.2%） 

 うち ２人室： 2,032 室 （２人室の 29.6%） 

  平均室料（月額換算） 
個室： 53,610 円/月 

２人室： 31,110 円/月 

個室： 68,100 円/月 

２人室： 31,830 円/月 

個室： 116,760 円/月 

２人室： 72,210 円/月 

  室料（月額換算）の分布 
3万円未満 3-6 万円 6-9 万円 9-12 万円 12-15 万円 15 万円以上

58.5% 11.4% 18.2% 0.6% 0.0% 11.4% 

3 万円未満 3-6 万円 6-9 万円 9-12 万円 12-15 万円 15 万円以上

15.1% 36.3% 22.9% 13.1% 5.6% 7.2%  

3 万円未満 3-6 万円 6-9 万円 9-12 万円 12-15 万円 15 万円以上

6.8% 20.7% 23.1% 17.9% 7.5% 24.0% 

個室・２人室の状況 （平成 12 年 10 月 1 日現在） 

  
個室等の定員の合計が 
施設の定員に占める割合 

施設数： 4,463 施設 

総定員数： 298,912 人 

総室数： 110,057 室（うち個室 29.3%、２人室 17.5%） 

 

 

個室定員が

占める割合 
施設分布

 

個室・２人室 

定員の合計が 

占める割合 

施設分布

80～100% 0.8%  80～100% 4.7%

60～80 0.5%  60～80 3.3%

40～60 1.9%  40～60 10.3%

20～40 16.2%  20～40 22.5%

0～20 50.8%  0～20 54.3%

0% 29.9%  0% 4.9% 

施設数： 2,667 施設 

総定員数： 233,536 人 

総室数： 83,099 室（うち個室 27.9%、２人室 16.5%） 

 

 

個室定員が

占める割合
施設分布 

個室・２人室 

定員の合計が

占める割合 

施設分布

80～100% 0.3% 80～100% 1.6%

60～80 0.2% 60～80 1.6%

40～60 1.0% 40～60 7.4%

20～40 5.6% 20～40 26.5%

0～20 83.5% 0～20 61.3%

0% 9.3% 0% 1.6% 

施設数： 3,862 施設（うち病院 2,472、診療所 1,390） 

総定員数†： 116,111 人 

総室数‡： 36,601 室（うち個室 18.8%、２人室 18.8%） 

 

 

個室定員が

占める割合 
施設分布 

個室・２人室 

定員の合計が

占める割合 

施設分布 

80～100% 3.4% 80～100% 16.2%

60～80 0.6% 60～80 2.6%

40～60 2.5% 40～60 7.7%

20～40 7.6% 20～40 16.8%

0～20 31.6% 0～20 28.5%

0% 54.3% 0% 28.1%

† 指定事業を行う病棟または病室の病床数 

‡ 介護療養施設サービスを行う病室数 

個室定員が施設定員に占める割合： 10.8% 

２人室定員が施設定員に占める割合： 12.9% 

個室定員が施設定員に占める割合： 9.9% 

２人室定員が施設定員に占める割合： 11.7% 

個室定員が施設定員に占める割合： 5.9% 

２人室定員が施設定員に占める割合： 11.8% 



３－２－４

特別養護老人ホーム入所者の１月当たり負担額（介護サービス費自己負担分・食費標準負担額）

【通常規模／介護・看護職員３：１以上】

介護保険施行後の新規入所者のケース

保険料段階

要介護度 要介護１要介護２要介護３要介護４要介護５要介護１要介護２要介護３要介護４要介護５要介護１要介護２要介護３要介護４要介護５

自己負担分（１割）　(A)

　その他地域（×10.00） 24,220 25,575 26,929 28,284 29,639 24,220 25,575 26,929 28,284 29,639 24,220 25,575 26,929 28,284 29,639

　特別区（×10.48） 25,382 26,802 28,222 29,642 31,062 25,382 26,802 28,222 29,642 31,062 25,382 26,802 28,222 29,642 31,062

高額介護サービス費　（B）

実際の自己負担額　（C）

　その他地域 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 24,220 24,600 24,600 24,600 24,600 24,220 25,575 26,929 28,284 29,639

　特別区 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 24,600 24,600 24,600 24,600 24,600 25,382 26,802 28,222 29,642 31,062

食費の標準負担額　（Ｄ）

合計額 （Ｃ）＋（Ｄ）

　その他地域 39,428 47,945 49,300 50,654 52,009 53,364

　特別区 49,107 50,527 51,947 53,367 54,787

第１段階 第２段階 第３～５段階

15,000 24,600 37,200

23,725

24,125
39,808

39,808

（ = 780円×30.4日）（ = 300円×30.4日） （ = 500円×30.4日）

　   

9,125 15,208

①　Ａ≧Ｂ　のとき
（Ｃ）＝（Ｂ）



１．居宅介護支援の現行の報酬体系

要支援 650 単位
要介護１又は要介護２ 720 単位
要介護３，要介護４又は要介護５ 840 単位

　 　
　

　特別地域居宅介護支援加算
　　　（所定単位数×15％）



２．居宅介護支援の報酬体系を考える視点

【３類型の単位】
①　要支援  　　　　　　　　650単位
②　要介護１又は２　　　　　720単位
③　要介護３，４又は５単位　840単位

【単位設定の基礎】

１．人件費

　　　在宅介護支援センターにおける指導員、看護婦の年間給

与の平均

　　　　　　　　→　年間約４８０万円

　２．管理費、旅費、通信連絡費、サービス担当者会議費等

　　　　　　　　→　年間約１９０万円

　　年間所要額

１＋２＝年間約６７０万円

　　居宅介護支援に相当する業務の費用としてこの費用の６５

％部分を、利用者１人月額に換算

（利用者５０人／介護支援専門員１人）

【指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準】

　第２条第２項

（常勤の介護支援専門員の）員数の標準は、利用者の数が

　　５０又はその端数を増すごとに１とする。

　（通知）

・ 増員に係る介護支援専門員は非常勤でも可。

・ 居宅介護支援事業が、指定居宅サービス等の実態を知悉

　　する者により併せて行われることが、より効果的であると

　　考えられるため、他の業務との兼務でも可。

○　前提となる業務形態をどう考えるか。
　　　　　　専従：専門性
　　　　　　兼務：サービス提供の実態を十分に理解した者

による居宅介護支援が効果的かつ効率的

　○　業務を適切に行える標準的な利用者数はどの程度か。

○　包括・一律の単位とするか。
・　利用者の属性に応じた業務量の差を評価するか。
①　要介護度別
②　その他の利用者や家族の属性

○　業務内容や事務所の体制に応じ、出来高的な評価を
導入した単位とするか。
・　加算等を設けるべきか

　　○　質の向上に資する評価はどうあるべきか。

○　地域区分に応じた単価を設定することについてどう
考えるか。

介護報酬設定の前提となる担当利用者数をどう考えるか

　報酬単位の設定の仕方をどうするか

　現行の報酬体系 　現行の報酬体系に関する論点



【介護支援専門員の数及び担当利用者数】
全国の指定居宅介護支援事業所数 22,127
集計客体とした指定居宅介護事業所数 15,241
当該事業所の介護支援専門員数（常勤換算）

　うち常勤（専従者＋兼務者常勤換算）

　うち非常勤（常勤換算）

25,801
24,206
1,595

１事業所当たり介護支援専門員数（常勤換算） 1.69
１事業所当たり利用者数 68.5
１介護支援専門員（常勤換算）当たり利用者数 40.5
（平成 12年 10月　介護サービス施設・事業所調査）

【利用者の要介護度の状況】（％）　平均要介護度 1.99
要支援 要介護

１

要介護

２

要介護

３

要介護

４

要介護

５

15.6 33.4 20.3 12.4 9.7 8.6

（国民健康保険団体連合会　平成 13年５月審査分）

【居宅介護支援業務の状況】
（平成 13年７～８月（財）長寿社会開発センター「居宅介護支援事業及び介護
支援専門員業務の実態に関する調査」全国調査、調査対象 2,000事業所、有効
回答事業所数 851（有効回答率 42.6 ％））

①　併設施設・サービス（％：複数回答）

特養 老健 介護

療養型

その他

医療機関

訪問通所

サービス

在介支援

センター

その他

の施設

なし

21.5 12.1 10.5 15.4 87.8 40.3 9.2 4.3

データ(1) ＜担当利用者数関連＞

②　介護支援専門員の勤務形態（％）
常勤・専従 常勤・兼務 非常勤・専従 非常勤・兼務 無回答

35.5 50.4 5.5 7.7 1.0

③　介護支援専門員の兼務率（加重平均）　　　66.0 ％
　　（介護支援専門員の勤務形態別人数に居宅介護支援事業所

での勤務時間を乗じたものを勤務形態別人数に１か月間

の総勤務時間を乗じたもので除して算出）

④　介護支援専門員の主な保有資格（上位３位）

・ 看護婦・士　36.2 ％
・　介護福祉士　28.7 ％

　　・　訪問介護員　11.8 ％（１～３級の合計）

⑤　サービス担当者会議の開催（％：複数回答）

定例
月１回以上

定例
月１回未満

随時 開催なし

21.2 6.1 52.4 23.4

⑥ サービス担当者会議で検討する事例（％：複数回答）

全事例 5.5
新規・変更事例の全て 13.7
新規・変更事例の一部 37.7
要介護認定更新事例（全てもしくはその一部） 7.7
その他必要のある事例等 79.1

⑦　調査月の１か月中にケアプランを変更した利用者の割合

 　平均 11.3 ％



【担当利用者と業務内容・ケアプラン内容】
（平成 13年７～８月（財）長寿社会開発センター「居宅介護支援事業及び介護支援
専門員業務の実態に関する調査」全国調査、調査対象事業所から要介護度別に抽出

した 3,570利用者）

⑧　ケアプランに組み入れられているサービス種類数別の利用者
割合（％）

１種類 ２種類 ３種類 ４種類 ５ 種 類

以上

無回答

49.0 26.9 12.4 5.0 2.5 4.3

⑨　介護支援専門員１人が担当している利用者数と業務内

容・ケアプラン内容の関係

　・　本調査では、介護支援専門員１人が担当している利

用者数によって業務内容やケアプラン内容に差が生じ

ているとも、生じていないとも決めがたい。
　　　（参考）

・　統計学的関連があったもの（いずれも弱い関連）

　　　　　　　1) 担当利用者数が多くなると当該項目が減少
　　　　　　　　　　利用者宅への訪問回数

　　　　　　　　　　他事業所への訪問回数

　　　　　　　　　　利用者との電話回数

　　　　　　　　　　サービス担当者会議の開催有

　　　　　　　2) 担当利用者数が多くなると当該項目が増加
　　　　　　　　　利用者の来所回数

　　　　　　　　　サービス担当者会議の開催無

・　統計学的関連がなかったもの

　　　　　　　　　ケアプランに組み込まれているサービス種類数

　　　　　　　　　他事業所からの来所回数

　　　　　　　　　他事業所との電話回数

　　　　　　　　　ケアプラン変更の有無

【利用者の属性と介護支援専門員の労働投入時間】
（平成 13年７～８月（財）長寿社会開発センター「居宅介護支援事業及び介護支援
専門員業務の実態に関する調査」タイムスタディ調査、22 事業所の介護支援専門員
102人、利用者 4,838人）

①　介護支援専門員１人(常勤換算)１か月当たりの労働投入
時間
勤務形態 常勤

専従

常勤

兼務

非常勤

専従

非常勤

兼務

業務時間

(時間)
200.4 197.4 102.4 －

ケアマネジ

メント時間
143.7 96.3 70.3 －

比率(%) 71.7 48.8 68.7 －

＊ケアマネジメント以外の時間は、訪問通所等のサービス

提供、要介護認定調査等に従事。

②　利用者１人１か月当たりの労働投入時間
業務内容 訪問 来所 電話 サービス

担当者会議

ケアプラ

ン作成

業務時間

（分）
44.5 6.1 17.7 1.0 28.7

比率(%) 27.5 3.8 10.9 0.6 17.7

事業所内での報告等*1 報酬請求等の業務*2 その他 合計

13.7 22.7 27.5 161.8
8.5 14.0 17.0 100.0

*1：居宅介護支援事業所内での報告・連絡・検討、併設事業所のサービス担当者
との相談・検討等

*2：給付管理票作成、居宅介護支援費請求、行政との会議等

データ(2) ＜報酬単位の設定の仕方関連＞



×

③　利用者属性と労働投入時間との関係

　1)　要介護度
・ 要介護度別にみると、労働投入時間は要介護４、

　　　５で長く、要支援が最も短くなっており、統計学的

関連があった。

　2)　要介護度とは独立して、労働投入時間との統計学的
　　関連がみられた利用者属性

当該項目により

労働投入時間が増加

当該項目により

労働投入時間が減少

・新規利用者

・経済状態が苦しい

・経済状態にゆとりがある

・当該利用者に係るケアプラ

ン変更あり

・当該利用者に係るサービス

担当者会議あり

・継続利用者

・経済状態は普通

・当該利用者に係るケアプラ

ン変更なし

・当該利用者に係るサービス

担当者会議なし

　3)　当該利用者の利用サービス種類数
　　・　当該利用者のケアプランに組み込まれた利用サー

ビス種類数が多いほど、労働投入時間が長くなると

いう統計学的関連があった。要介護度別の労働投入

時間の差の要因は、このサービス種類数と考えられ

た。



３．参考資料

居宅介護支援
 

Ⅰ　介護給付費に関するデータ （国民健康保険団体連合会　平成１３年５月審査分）  

居宅介護支援総費用 9,685,260 　千円

介護給付費全体に占める割合 2.98 　％

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

利用者数 1,286,115 200,924 428,981 261,187 160,023 124,438 110,562  （平均要介護度　1.99）

100% 15.6% 33.4% 20.3% 12.4% 9.7% 8.6%

利用者１人当たり平均単位数 ／月（単位） 753 659 727 727 846 847 847  

利用者１人当たり平均利用日数 ／月（日） - - - - - - -  

利用者１日当たり平均単位数 （単位） - - - - - - -  

社会福祉法人
（社協以外）

社会福祉法人
（社協） 医療法人 営利法人

非営利法人
（ＮＰＯ） 生協 その他法人

指定事業所数 22,149 5,116 2,332 5,806 4,969 247 546 3,133

（平成１３年５月現在、厚生労働省調べ) 100% 23.1% 10.5% 26.2% 22.4% 1.1% 2.5% 14.1%

請求事業所数 18,582 4,586 2,034 3,977 3,540 183 432 3,830

１事業所当たり平均費用額 ／月（日） 504,319 658,084 667,863 440,072 284,570 270,595 450,969

１事業所当たり平均利用実人数 ／月（人） 67.0 87.7 88.6 58.5 38.1 36.2 59.8

利用者１人当たり平均費用額 （円） 7,531 7,504 7,537 7,519 7,472 7,471 7,543

　 　  

要介護状態区分別 　

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

利用単位数 （千単位） 968,551 132,353 311,999 189,762 135,439 105,366 93,633

100% 13.7% 32.2% 19.6% 14.0% 10.9% 9.7%

１件当たり単位数 （単位） 753.1 658.7 727.3 726.5 846.4 846.7 846.9

Ⅱ　サービス提供事業所に関するデータ （介護サービス施設・事業所調査　平成１２年１０月）

①　利用者数規模別事業所数の構成割合

　 1事業所当たり

　 1～9人 10～19人 20～29人 30～39人 40～49人 50～99人 100人以上 不明等 利用者数（人）

居宅介護支援事業所 100.0% 9.3% 9.1% 8.4% 8.5% 9.2% 27.3% 20.0% 8.2% 68.5

②従事者数と利用者数、要介護度等 ③　勤務形態別介護支援専門員数

　  
全体

社会福祉法人
（社協以外）

社会福祉法人
（社協） 医療法人 株式会社

非営利法人
（ＮＰＯ） 　 実人員 常勤換算

　事業所数 15,241 3,879 1,600 3,873 1,418 129

　介護支援専門員（常勤換算） 1.7 1.8 1.9 1.6 1.4 1.3 37,904 25,801
　　うち常勤専従（再掲） 1.0 1.2 1.1 0.9 1.1 0.8 33,299 24,206
　その他の職員 0.3 0.3 0.2 0.4 0.3 0.3 4,605 1,595
　利用者数（要支援者及び要介護者） 2.49 1.69
　　１事業所当たり 67.6 91.7 86.6 57.6 39.4 35.8

　　介護支援専門員１人当たり 39.9 50.7 45.0 35.5 27.7 28.0

　平均要介護度 2.03 1.93 1.80 2.11 2.04 1.97

15,241　事業所数
　介護支援専門員数
　　うち常勤（専従＋常勤兼務）
　　　　 非常勤
　１事業所当たり介護支援専門員数



サービス利用票

④居宅サービス計画原案作成と

　支給限度確認・利用者負担計算

⑦利用者への説明と

　　同意の確認

サービス利用票

同意

⑩給付管理票の作成と提出 給付管理票

居宅サービス計画
の見直し

②課題分析

⑤サービス担当者会議に

　よる担当者間の調整

⑥居宅介護支援事業者に

　よるサービスの調整

サービス担当者
会議による調整

利用者の同意
確認

⑧サービス利用票
　サービス提供票作成

⑨計画対象期間中の実施
　状況把握と連絡調整

サービス担当者会議
を行う場合

サービス担当者会議開催
を要しない場合

サービス利用票
控

国保連に提出

居宅介護支援
事業者が保管

利用者に交付

サービス事業者
（所）へ送付

サービス利用票控

サービス提供票

サービス提供票

必要に応じて
変更

サービス提供票

サービス提供票

サービ
ス提供
を行う
月の間
継続

①居宅介護支援利用申込の受付

③市町村・居宅サービス事業者・居宅
介護支援事業者間のサービス調整

同意が得られ
ない場合

居宅介護支援業務のフローチャート

サービス利用票
仮作成

地域のサービス情報の提供と
利用者によるサービス選択

居宅サー
ビス計画
作成前

居宅サー
ビス計画
作成時

サービ
ス提供
月終了
後



居宅サービス計画書（１）

利用者名　　　　　　　　　　　　　　殿 生年月日　　年　　月　　日 住所　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　                  　　　　　　

居宅サービス計画作成（変更）日　　　　　　　　　年　　月　　日 初回居宅サービス計画作成日　　　　　　年　　月　　日

認定日　　　　　　　　年　　月　　日

初回　・　紹介　・　継続 認定済　・　申請中

要介護状態区分　　　　要支援　　・　　要介護１　　・　　要介護２　　・　　要介護３　　・　　要介護４　　・　　要介護５

利用者及び家族

の介護に対する

意向

介護認定審査会の

意見及びサービス

の種類の指定

総合的な援助の

方針

居宅介護支援事業者・事業所名及び所在地　　  　  　 　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　

居宅サービス計画作成者氏名  　　　　　　　　　　　             　　

第１表

認定の有効期間　　年　　月　　日～　年　　月　　日

家事援助中心型

の算定理由 １．一人暮らし　　２．家族等が障害、疾病等　　３．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



居宅サービス計画書（２）
第 ２表

利用者名　　　　　　　　　　　　　　殿

生活全般の解決す 援助目標 援助内容

べき課題（ニーズ） 長期目標 (期間) 短期目標 （期間) サービス内容 ※１ サービス種別 ※２ 頻度 期間

※１　「保険給付対象か否かの区分」について、保険給付対象内サービスについては○印を付す。
※２　「当該サービス提供を行う事業所」について記入する。



第３表
週間サービス計画表

利用者名 殿

月 火 水 木 金 土 日 主な日常生活上の活動
4:00

深

夜
6:00

早

朝
8:00

午

10:00

前

12:00

午
14:00

16:00
後

18:00

夜

20:00

間

22:00

深 24:00

夜 2:00

4:00

週単位以外

のサービス



平成　　年　　月分　サービス利用票（兼居宅サービス計画）　（一本化後）

利用者確認
保険者

番号 保険者名
居宅介護支援
事業者事業所名

担当者名
作成年月日

平成

     年   月    日

被保険者
番号

フリガナ

被保険者氏名
保険者確認印

届出
年月日

平成
      年    月    日

要介護状態区分 要支援　1　2　3　4　5

要支援　1　2　3　4　5生年月日
明 ・ 大 ・ 昭

　　年    月     日
性別 男 ･ 女 変更後

要介護状態区分

変更日 平成      年    月    日

区分支給

限度基準額
単位／月

限度額適用

期間

平成　　年　　月から

平成　　年　　月まで

前月までの

短期入所利
用日数

日

月間サービス計画及び実績の記録
日付 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 合計提供時間帯 サービス内容

サービス
事業者

事業所名 曜日 回数

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

認定済・申請中 居宅介護支援事業者→利用者



サービス利用票別表　（一本化後）
区分支給限度管理・利用者負担計算

割引適用後
事業所名 事業所番号 サービス内容/種類

サービス
コード

単位数
率％ 単位数

回数
サービス
単位／金額

種類支給限度基

準を超える単位
数

種類支給限度

基準内単位数

区分支給限度基準

を超える単位数

区分支給限度

基準内単位数

単位数

単価

費用総額

（保険対象分）

給付率

（％）
保険給付額

利用者負担

(保険対象分)
利用者負担

(全額負担分)

区分支給限度
基準額（単位） 合計

種類別支給限度管理

サービス種類
種類支給限度

基準額（単位）
合計単位数

種類支給限度基準

を超える単位数
サービス種類

種類支給限度

基準額（単位）
合計単位数

種類支給限度基準

を超える単位数

訪問介護 通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

訪問入浴介護 福祉用具貸与

訪問看護 短期入所生活介護

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 短期入所療養介護

通所介護 合計

要介護認定期間中の短期入所利用日数
前月までの利用日数 当月の計画利用日数 累積利用日数



○　指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成11年３月31日　厚生省令第38号）

第一条　指定居宅介護支援(介護保険法(平成九年法律第百二十三号。以下「法」という。)第四十六条第一項に規定する指定居宅介護支援をいう。以下
同じ。)の事業は、要介護状態等となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営
むことができるように配慮して行われるものでなければならない。

２　指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉

サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われるものでなければならない。

３　指定居宅介護支援事業者(法第四十六条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。)は、指定居宅介護支援の提供に当たっては、
利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅サービス等(法第七条第十八項に規定する指定居宅サービ
ス等をいう。以下同じ。)が特定の種類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏することのないよう、公正中立に行われなければならない。
４　指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市町村 (特別区を含む。以下同じ。)、老人福祉法(昭和三十八年法律第百三十三号)第二十条
の七の二に規定する老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、介護保険施設等との連携に努めなければならない。

(指定居宅介護支援の具体的取扱方針)
第十三条　指定居宅介護支援の方針は、次に掲げるところによるものとする。

二　介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成の開始に当たっては、当該地域における指定居宅サービス事業者等に関するサービスの内容、利用

料等の情報を適正に利用者又はその家族に対して提供して、利用者にサービスの選択を求めるものとする。

 (居宅サービス事業者等からの利益収受の禁止等 )
第二十五条　指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成又は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等に

よるサービスを利用すべき旨の指示等を行ってはならない。

２　指定居宅介護支援事業者及びその従業者は、居宅サービス計画の作成又は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービ

スを利用させることの対償として、当該居宅サービス事業者等から金品その他の財産上の利益を収受してはならない。



○　指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（平成 11年７月 29日　老企第 22号）
(各都道府県介護保険主管部(局)長あて厚生省老人保健福祉局企画課長通知)

三　運営に関する基準

 (七)　指定居宅介護支援の基本取扱方針及び具体的取扱方針
②　利用者自身によるサービスの選択(第二号)
介護支援専門員は、利用者自身がサービスを選択することを基本に、これを支援するものである。このため、介護支援専門員は、当該利用

者が居住する地域の指定居宅サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者またはその家族に対して提供するこ

とにより、利用者にサービスの選択を求めるべきものであり、特定の指定居宅サービス事業者に不当に偏した情報を提供するようなことや、

利用者の選択を求めることなく同一の事業主体のサービスのみによる居宅サービス計画原案を最初から提示するようなことがあってはならな

いものである。

(一六)　居宅サービス事業者等からの利益収受の禁止等
①　基準第二五条第一項は、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が利用者に利益誘導のために特定の居宅サービス事業者等によるサービ

スを利用すべき旨の指示等を行うことを禁じた規定である。これは、例えば、指定居宅介護支援事業者又は介護支援専門員が、同一法人系列

の居宅サービス事業者のみを利用するように指示すること等により、事実上他の居宅サービス事業者の利用が妨げられることとなり、居宅介

護支援の公正中立性や利用者のサービス選択の自由が損ねられることを防止するための規定である。

②　基準第二五条第二項は、居宅介護支援の公正中立性を確保するために、指定居宅介護支援事業者及びその従業者が、利用者に対して特定の

居宅サービス事業者等によるサービスを利用させることの対償として、当該居宅サービス事業者等から、金品その他の財産上の利益を収受し

てはならないこととしたものである。



居宅介護支援の事業形態について

【事 業 形 態】

事業所の設置形態

単 独 型 （独立での運営）

併 設 型 （関連サービスあり）

介護支援専門員の従業形態

専 従

兼 務

事業所の在り方や従業形態の在り方は、指

定基準（人員配置基準等）によって規制。

【介護報酬設定の基礎】

○居宅介護支援の事業に要する事業所経費

○介護支援専門員１人当たりの担当利用者数

専 従 ／ 兼 務



介護支援専門員（ケアマネジャー）の養成について

１．介護支援専門員の定義（介護保険法第79条等）

要介護者等からの相談に応じ、及び要介護者がその心身の状況等に応じ適切な居宅サ

ービス又は施設サービスを利用できるよう市町村、居宅サービス事業者、介護保険施設

等との連携調整を行う者であって、要介護者等が自立して日常生活を営むのに必要な援

助に関する専門的知識及び技術を有するものであって、都道府県が行う、①試験（実務

研修受講試験）に合格し、②研修（実務研修）の課程を修了し、③名簿登録された者

２．介護支援専門員の業務

・居宅介護支援（居宅サービス計画の作成等）

・施設における施設サービス計画の作成等

３．介護支援専門員養成の流れ

対 象 者対 象 者

試 験 （実 務 研 修 受 講 試 験 ）試 験 （実 務 研 修 受 講 試 験 ）

実 務 研 修実 務 研 修

研 修 修 了 証 及 び
登 録 証 明 証 の 発 行

研 修 修 了 証 及 び
登 録 証 明 証 の 発 行

受験資格：保 健 ・医 療 ・福祉分野で５年以上の実務経験を有する者等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

試験目的：実務研修が受講できる基礎知識の有無を確認。

試験内容：介護保険制度（要介護認定、介護サービス計画の作成、介護支援サービスの

　　　　　　　理 念 ・方法など）、保健・医療・福祉サービス分野の基礎的知識

実 施 主 体 ：都道府県又は都道府県が指定する法人

居 宅 介 護 支 援 事 業 者 又 は
介 護 保 険 施 設 に お い て 従 事

居 宅 介 護 支 援 事 業 者 又 は
介 護 保 険 施 設 に お い て 従 事

内 　　容 ：要介護認定、介護支援サービス等　　　　　　　　　　　　

方　　法：講義及び演習・実 習 形 式

実 施 主 体 ：都道府県又は都道府県が指定する法人



介護支援専門員の実務研修受講試験の対象者の範囲

○実務経験５年以上

（１）保健医療福祉に関する法定資格

〔医師等〕

医師、歯科医師

〔薬剤師等〕

薬剤師 保健婦 士 助産婦 看護婦 士 准看護婦 士 理学療法士 ＰＴ、 （ ）、 、 （ ）、 （ ）、 （ ）、
作業療法士（ＯＴ 、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、栄養士（管理栄）
養士を含む 、義肢装具士、言語聴覚士、歯科衛生士、視能訓練士、柔道整復師）

〔福祉士等〕
社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士

（２）相談援助業務従事者

・指定居宅サービス事業者、介護保険施設等の相談援助業務従事者
・施設・事業等に必置の相談援助業務従事者（例：特別養護老人ホームの生活相談

員など）
・福祉事務所のケースワーカー
・医療機関の医療社会事業従事者（ＭＳＷ）

など

（３）介護職員かつ社会福祉主事任用資格・訪問介護員２級研修修了者

・指定居宅サービス事業者、介護保険施設等の介護業務従事者

・施設・事業等の介護業務従事者（例：特別養護老人ホームの寮母など）
・訪問介護事業所の訪問介護員（ホームヘルパー）
など

○実務経験10年以上

（４）上記（３）以外の介護職員（＝社会福祉主事任用資格・訪問介護員２級研修修了者
ではない介護職員）



介護支援専門員（ケアマネジャー）合格者数、実働数等について

１．試験受験者数及び合格者数

（２）実働者数（介護保険施設を除く）

居宅介護支援事業所数 ２２，５５３事業所
・WAM-NET掲載ベース
（平成13年９月現在）

居宅介護支援事業所に所属しているケアマネジャー数 ５８，２１９人
・ 介護保険事務調査」「
（全国3,249市町村、平成13年４月１日現在）

（参考）
「平成12年度介護サービス施設・事業所調査の概況」
（平成12年10月１日現在の従業者数（常勤換算 ））

居宅介護支援事業所 17,176か所 ２７，５４２人
介護保険施設（３施設 10,992か所） ９，０２９人
計 ３６，５７１人

受 験 者 数 合 格 者 数 合 格 率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ／Ａ）

第 ４回（平 成 １3 年 度 ） ９３，７２６人

第１回（平成 1 0 年度） ２０７，０８０人 ９１，２６９人 ４４．１％

第２回（平成 1 1 年度） １６５，１１７人 ６８，０８１人 ４１．２％

第３回（平成１２年度） １２８，１５３人 ４３，８５４人 ３４．２％

第 １回 ～ 第 ３回 合 計 ５００，３５０人 ２０３，２０４人 －

第 １回 ～ 第 ４回 合 計 ５９４，０７６人 －

－－

－



介護支援専門員に関する研修

１．介護支援専門員実務研修（ 10～）H

目的：介護保険制度の適切かつ円滑な運営に資するため、
①要介護認定及び要支援認定に関する専門的知識及び技術
②居宅サービス計画及び施設サービス計画に関する専門的知識及び技術
等の必要な知識、技能を有する介護支援専門員の養成を図るとことを目的とす
る事業。

実施主体：都道府県又は都道府県知事の指定した法人

研修対象者：実務研修受講試験合格者

研修内容：・「都道府県内情勢・介護支援専門員の基本姿勢等」
・ 要介護認定等基準及び認定調査手法」「

・ 課題分析・居宅サービス計画等作成手法説明及び演習」「

①課題分析標準項目

②課題分析手法

③居宅サービス計画等の作成

④給付管理業務

・ 要介護認定等認定調査実習」「

・ 課題分析・居宅サービス計画等作成実習」「

・ 意見交換・講評」「

研修時間：３２時間

２．介護支援専門員現任研修( 12～)H

目的：介護保険制度運営の要である介護支援専門員に対して、実務研修終了後におい
ても 定期的に現任研修を行い もって介護支援専門員の資質向上を図る事業、 、 。

実施主体：都道府県又は都道府県知事の指定した法人

研修対象者：現に介護支援専門員としての実務に携わっている者

研修内容：・講義「介護支援サービス論」
・基本知識・基本姿勢等の確認（例：主治医等他職種との連携等）

・不得意分野の補足（例：福祉用具・住宅改修、地域福祉権利擁護事業、リハビ

リテーション等）

・実務研修の補足

・演習「居宅サービス計画等作成演習」

①居宅サービス計画等事例作成

②班編成によるサービス担当者会議演習

③居宅サービス計画等モニタリング演習

研修時間：１２時間



ケアマネジャーに対する支援策について

（１）研修事業に関する取組み

○ 平成12年11月16日に開催された「全国介護保険担当課長会議」において、各都道府

県に対し 「介護支援専門員現任研修事業」の実施に際しては、現任者の知識、技能、

の向上を図るという研修趣旨に鑑み、制度運営事項に関する最新の動向等を踏まえ行

うよう依頼。

○ 平成12年度老人保健健康増進等事業において 「介護支援専門員現任研修・専門研、

修のあり方研究委員会」を設置し、現任の介護支援専門員に対する研修のあり方につ

いての検討を行ったところ。５回の開催を踏まえ、現在、報告書を取りまとめ中。

（２）業務支援に関する取組み

①いわゆる無報酬問題への支援

○ 介護支援専門員の業務のうち介護報酬で対応することができないショートステイ振

替業務、住宅改修の理由書作成業務等について、介護保険の制度外のサービスである

「介護予防・生活支援事業」の市町村事業として、平成13年１月１日より、国庫補助

の対象としたところ。

＊短期入所振替利用支援事業（短期入所の振替利用手続きの業務）

・単価は１月１件あたり２，０００円

・訪問通所サービスと短期入所サービスの支給限度額の一本化が図られるまで

（平成13年12月末まで）の時限措置。

＊住宅改修支援事業（住宅改修費の申請書に添付する理由書の作成業務）

・単価は１月１件あたり２，０００円

・次期介護報酬見直し等の機会に、その位置づけについて再検討を行う予定。

②情報提供

○ 介護支援専門員への支援を更に一層推進するため、厚生省、都道府県、市区町村及

び居宅介護支援事業者等の協力に基づき、各地における介護支援専門員支援に向けて

の取組例や事務簡素化の工夫例等について情報の蓄積・共有を進めるための情報提供

体制を構築。



（３）13年度予算における取組み

①養成事業

介護支援専門員の養成、資質の向上を図るため、13年度においても引き続き国庫補

助を行う。

・ 介護支援専門員現任研修事業費」 ０．４億円「

・ 介護支援専門員実務研修事業費」 １．０億円「

②「介護支援専門員活動支援モデル事業 （新規・１．１億円）」

介護サービス計画（ケアプラン）の作成等の業務を支援するため、介護サービス計画

の作成事例収集、インターネットの活用等による情報の提供など、介護支援専門員が行

う業務を円滑かつ効果的に行うための研究等にモデル的に取り組む自治体を支援。

③「介護支援専門員等研修事業 （新規・１．１億円）」

介護支援専門員及び福祉用具専門相談員等に対し、福祉用具や住宅改修の導入効果、

事業者との連携方法など、福祉用具及び住宅改修に関する知識の普及のための研修を実

施。



ケアマネジメントリーダー活動支援事業

平成13年度予算額 平成14年度要求額
0千円 → 354,907千円

創設年度 平成14年度

補助根拠 予算補助

補助率 国 1/2、都道府県1/2
国 1/2、都道府県1/4、市町村 1/4

１ 目的

介護保険制度運営の要である介護支援専門員（ケアマネジャー）の地域における支援体制

を強化するため、在宅介護支援センター等に関係機関との連絡調整や指導助言等の援助を行

うケアマネジメントリーダーを設置し、市町村事業として、その活動支援を行うとともに、

都道府県事業として、ケアマネジメントリーダーの養成や相談窓口体制の設置などの支援を

行う。

２ 事業内容

（１）市町村事業（平成14年度要求額：124,419千円）

「ケアマネジメントリーダー活動促進事業」

各地域のケアマネジャーの活動状況の把握、連絡調整、指導助言など、定期的に行われ

るケアマネジメントリーダー活動を支援する。

（２）都道府県事業（平成14年度要求額：230,488千円）

①「都道府県・介護支援専門員支援会議」の設置・運営

ケアマネジャー関係者等からなる支援会議の設置、ブロック別意見交換会の開催、国に

おけるケアマネジメントリーダー研修への受講者選出、ケアプラン事例集の作成・配布な

ど。

②都道府県ケアマネジメントリーダー養成研修事業

国において養成されたケアマネジメントリーダーを講師とした、各圏域のケアマネジメ

ントリーダー養成（伝達研修）の実施（全国：1,800人）

③ケアマネジメントリーダー等相談窓口設置事業

リーダー輪番制による相談対応、サービス担当者会議関係者連絡網の設置、ブロック圏

域での研修会開催、基幹型在宅介護支援センター未設置地域での直接支援など。

④独自研修等促進事業

多職種での合同研修会、優良ケアプランでの事例研修会の開催など

３ 実施主体 市区町村（２－（１）の事業）

都道府県（２－（２）の事業）

４ 参考

この他、厚生労働省においても、各都道府県でのケアマネジメントリーダー養成研修に資

するための全国統一的な研修会を実施 （平成14年度要求額：7,223千円）。



都道府県

市区町村

居宅介護支援事業所

ケアマネジメントリーダー活動支援事業

基 幹 型 在 宅 介 護 支 援 セ ン タ ー に お け る ケ ア マ ネ ジ ャ ー

支 援 体 制 の 強 化

地域ケア会議

ケアマネジャー

基幹センター

ケアマネ協議会

ケアマネ協議会

支
援

ケアマネジメントリーダー養成研修事業

協 力 ・支 援

厚生労働省

支
援

ケ ア マ ネ ジ ャ ー 支 援 体 制ケ ア マ ネ ジ ャ ー 支 援 体 制

介 護 支 援 専 門 員 （ケアマネジャー）に 対 す る 支 援 体 制

　　　　　　～ケアマネジメントリーダーの活動～
・サービス担当者会議開催支援

・個別のケアマネジャーの相談に応じた助言・指導

・援助困難ケースにおけるケアマネジメント支援、関係者間の連絡調整

・居宅介護支援事業所巡回相談

・定期的な地域のケアマネジャーの状況把握及び都道府県との連携

～市区町村等のケアマネ支援体制をバックアップ～

・「都道府県・介護支援専門員支援会議」の設置・運営

・ケアマネジメントリーダーの養成

・「ケアマネジメントリーダー相談窓口」設置事業

・多職種での合同研修会、優良ケアプランでの事例演習などの開催

ケアマネジメン
トリーダー

～都道府県での伝達研修を行う「ケアマネジメントリーダー」を養成～

支
援

ケ ア マ ネ ジ メ ン ト
リ ー ダ ー

その他、高齢者の万般
にわたる

地域の相談・苦情 援助困難
ケース

相談

地域ケア会議
地域ケア会議

援 助 困 難 ケ ー ス
等 の 事 例 検 討 会
・ 勉 強 会 の 開 催

援 助 困 難 ケ ー ス
等 の 事 例 検 討 会
・ 勉 強 会 の 開 催

サービス担当者会議への
助 言 ・ 情 報 提 供

サービス担当者会議への
助 言 ・ 情 報 提 供

支援

通常のケアマネジメント業務

フ ィ ー ド バ ッ ク

フ ィ ー ド バ ッ ク

相談・苦情相談・苦情

アセスメントアセスメント

個々のケアマネからの
相談への対応

ケアマネジメント以外の地域相談は、
市町村や在宅介護支援センター等に紹介

ケアプランケアプラン
作成作成

モニタリングモニタリング

給付管理業務給付管理業務

基 幹 型 在 宅 介 護 支 援 セ ン タ ー

市 町 村 、 地 域 型 在 宅 介 護 支 援 セ ン タ ー な ど

ケ ア マ ネ ジ メ ン ト リ ー ダ ー に よ る 地 域 の ケ ア マ ネ ジ ャ ー 支 援 活 動 　

ケアマネジャーに対する支援対策イメージ図




